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1．注意事項
申請にあたっての注意事項

１.提出期限
【中間報告】 別途PCKKが定める期日 【実績報告】 事業完了日から30日以内または令和7年1月20日（月）のいずれか早い日

２.申請方法
申請システムへのアップロードにて受付
（中間報告と実績報告をまとめて１つの枠で提出してもらう運用になります。)

３.その他注意事項
•提出する証拠書類の発行日時は、交付決定以降のものとする必要があります。（契約および発注等は、必ず事業開始日（交付決定日もしくは総合効率化計画認定日の

どちらか遅い方）の後に行うこと）※正見積書のみ、この限りではありません。

• 提出期限は厳守いただきますようお願いします。

• 報告書類の作成、提出等に係る費用は補助事業者の負担となります。

• 中間報告の申請内容及び提出書類は、その内容を確認することを目的とし、補助対象設備・機器、工事等について、現地検査を実施する場合があります。

• 報告の申請内容及び提出書類に悪質な虚偽の内容が含まれていた場合は、交付決定の取り消しを行う場合があります。

• 本補助金は、税金により賄われているものであり、経理処理には透明性、客観性、適切性が要求されます。適正なフロー (見積依頼 (3社以上)→見積合わせ→

契約 (発注)→ 納品・完了報告→ 支払請求→経費支払いの流れ) で事業を行い、適切な経理処理の証拠となる書類を整備してください。

• 証拠書類が不足している、あるいは内容が不明瞭で経費の確認ができない場合は、補助金額の確定を行うことができませんので注意して下さい。

• 上記のすべての書類については、原則補助事業者自身の名義で作成したものを提出してください。

3



2．交付決定後～補助事業実施スケジュール
時期 補助事業者 PCKK

■交付決定
■事業開始
（交付決定日または総合効率化
計画認定日どちらか遅い方）

■中間報告

■事業完了
交付申請書（様式第1）に記載
の事業完了予定日以前で納品、
検収、支払い等すべて完了してい
ること

■実績報告期限
事業完了日から30日以内もしく
は令和7年1月20日のいずれか
早い日

■事業報告
※当該年度末までの期間及び

その後の3年間の期間

交付決定事業開始

契約・発注

納品・振込（事業実施）

中間報告

事業完了

実績報告書の提出

精算払請求書の提出

事業報告書の提出

確定審査実施

額確定通知

補助金の支払

事業報告の受領
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3．中間報告スケジュール（必要提出書類一覧）

中間報告
スケジュール

ページ
※書類詳細はページをクリックして
ください

必要提出書類 必要作業

■事業開始日

（交付決定日または総合効
率化認定日のどちらか遅い
方）以降発注

契約・発注

P.７

・正見積書
・契約書または発注書/注文請書
※リース契約をしている場合は、リース契約書、リース料計算書、

リース会社とベンダー（業者）との売買契約書

工事施工前の状態の写真撮影

■完了次第提出
（交付申請書（様式第1）
に記載の事業完了予定日以
前までに納品、検収、振込
（着金）すべて完了している
こと）

納品
P.10

写真の提出方法P.14

・納品書または完了報告書
・工事内訳書または明細書、および図面（工事の場合）
・検収書
・保証書、車検証等導入機器の識別番号が確認できる書類
・導入設備・機器の写真

写真撮影（全体像がわかる写真、
識別番号のクロースアップの写真、間
接補助事業の表示のクロースアップの
写真）

工事完了後の写真撮影

振込（支払い）

P.12

・請求書
・振込明細書
・口座情報記入用紙
・通帳の写し（金融機関名、支店名、銀行コード、支店コード、
種類、口座番号がわかるページ）

5

※全ての書類はPDFでアップロードしてください！！



3．中間報告スケジュール（必要提出書類一覧）
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見積 発注/契約 成約 納品完了 検収 請求 支払振込 着金

設
備
費
・
業
務
費

・正見積書 ・発注書又は契約書
・リース契約書
・リース料計算書

・注文請書
(発注書提出の
場合)

・納品書
・保証書
・車検証

・検収書
・導入設備・機器
の写真

・請求書 ・振込明細書 ・通帳の写し
・出納帳

工
事
費

・正見積書
・工事内訳書
・図面
(工事前・
工事後)

・工事注文書又は
契約書

・注文請書
（工事注文書提出
の場合）

・工事施工前の写真

・完了報告書 ・検収書
・工事完了後の
写真

・請求書 ・振込明細書 ・通帳の写し
・出納帳



4．中間報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！
①発注、契約

正見積書（写）
・発注日または契約日に有効な見積であること。
（発行日と有効期限が明記されていること）
※工事の場合は、工事前の図面も必要

契約書または発注書及び請書（写）
・契約日・発行日が確認できること
・全ページ添付があること
※リース契約の場合は、リース会社とベンダー（業者）との
売買契約書

【正見積書】 （例） 【契約書】 （例） 【発注書及び請書】 （例）
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株式会社〇〇〇〇

株式会社〇〇〇〇

株式会社〇〇〇〇



4．中間報告提出書類注意点
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※正見積書 事前に準備すべき注意点

【正見積書 必須情報】

a. 申請日に有効な見積であること

b. 可能な範囲において相見積を取得し、最低価格を提示したものを選定すること

c. 補助対象経費には申請者にて「補助対象」、補助対象以外には「補助対象
外」と補記すること

d.（可能な限り）交付規定別表第２ に示す「区分」「費目」「細分」 ごとに
記載してあること

※特に工事費がある場合には、「費目」「細分」 の明記と共に労務費に関しては
『単価×人日』 等の根拠資料を添付のこと

e. 支払は金融機関振込であること

補助対象（設備費）
補助対象（業務費）
補助対象外（設備費）

a

b

ｃ、d

e



4．中間報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！
②リース契約 ※機器等をファイナンスリース等にて導入する場合必須

リース契約書（写）
・リース会社と事業者間での契約書
※複数ページあるときは全ページ提出
※該当するすべての署名、押印がされていること（割り印含む）

リース料計算書（写）
・リース会社に支払うリース料から補助金相当分が減額されていること
が確認できる証憑

・記載要領をご確認ください
※書式は公募サイトよりダウンロードしてください。
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【リース契約書】 （例） 【リース料計算書】 （例）

022024×××××
確認後

リース事業協会押印



4．中間報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！
③-1 納品

納品書・完了報告書（写）
・発行日及び納品日（または完了日）が確認できること
※工事の場合は、工事完了後の「工事内訳書」または
「明細書」及び「図面」も必要

検収書（写）
・検収日、検収者名、検収したことが必ず明記されていること
（検収印のみは不備）
・検収書が無い場合、納品書に上記３点を補記したものを提出

令和6年〇月〇日

令和6年〇月〇日

【納品書】 （例） 【検収書】 （例）

10

検収日〇〇年〇月〇〇日
検収者名■■■■
検収済み

検収書が無い場合、納品書にこの3点を記載すること。
（手書き補記可）

必ず「検収」したことがわかるようにすること。
「検品」「検」の記載やスタンプは不備

検収



4．中間報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！
③-2 納品

確認書類（保証書、車検証 等 ）
・ 「シリアル番号」や「車体番号」「JR貨物管理番号（鉄道モーダルの場合）」等、

識別番号を確認できるもの
・発行日の記載があること
※該当するもののみを提示
※車両を導入する場合は車検証必須

導入設備・機器、工事状況等の写真
→提出方法は「5.写真の提出方法」14、15ページへ
・導入する全ての設備/機器等の写真を提出
・写真には、以下の4点が明確に確認できるよう撮影すること

①全体像
②識別番号
③間接補助事業の表示（交付規定第8条）
④間接補助事業の表示が導入機器に貼ってあることがわかるもの

・工事の場合は、工事の大半を占める部分における工事前後の写真を
撮影すること

【確認書類】 （例）

11

【交付規程】
第8条 間接補助事業者は、間接補助事業により整備された設備及び機械器具
には、国土交通省補助事業である旨を明示しなければならない。

シリアル番号の記載があるもの



4．中間報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！
④-1 振込

請求書（写）
発行日、振込先情報（金融機関名、支店名、口座種類、
口座番号、口座名義）が明記されていること

振込明細書（写）
第三者機関（金融機関等）が発行した書面で、振込完了が
わかる情報が明記されていること

・金融機関窓口の場合：振込取扱票
・ATMの場合：ご利用明細表
・ネットバンキングの場合：日付、振込先情報、金額が確認できる
画面（振込完了画面。予約受付画面はNG）

※交付申請書（様式第1）に記載の事業完了予定日以前または
2025年1月20日中のいずれか早い方に着金が完了していること

12

【請求書】 （例）

※本補助事業以外の経費を同時に振り込んだ
場合、欄外等に補記が必要です。

※振込手数料を見積業者が支払う場合は
割引扱いとなり補助対象額が変動します。

金融窓口の場合

ATMの場合 ネットバンキングの場合

【振込明細書】（例）

本補助事業経費：19,800,000
その他の経費 ：10,000,000

本補助事業経費：19,800,000
その他の経費 ：10,000,000

本補助事業経費：19,800,000
その他の経費 ：10,000,000



4．中間報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！
④-2 振込

口座情報記入用紙（書式有り）
※書式Excelのフォーマットを参照し、作成ください
（記載要領をご確認ください）

通帳の写し
金融機関名/支店名/銀行コード/支店コード/科目/
口座番号が記載されたページの写しを提出
・通帳：表表紙及び表紙裏面
・当座：当座勘定照合表
・ネットバンキング：口座情報ページ
※口座名義名は代表申請会社の名義であること

【口座情報記入用紙】 【通帳の写し】（例）

通帳のコピーを添付頂く際は、「通帳の表紙」と「通帳を開いた1ページ、
2ページ目」 をスキャン又は撮影いただき添付をお願いします。

金融機関名、支店名、店番号、預金の種別、
口座番号、口座名義（カタカナの名義含む）
が確認できる口座内容のキャプチャー

当座勘定照合表

13



5．写真の提出方法 ※提出はPDFで！！
写真（設備）

■導入機器

・全体像が分かる写真
・間接補助事業の表示が導入機器に貼ってあることがわかる写真
・識別番号（シリアル番号、車体番号など）のクローズアップの写真
・間接補助事業の表示のクローズアップの写真
を撮影し、台紙に画像を添付、必要事項を記入し、PDFにして提出。

（上記が確認できれば、各画像の大きさによって台紙の枠から画像がはみ出て添付されて
いてもかまいません。）

※台数分必要です。導入機器1台につきこの画像添付PDFを１枚作成してください。
※設置してしまうと識別番号が見えなくなる設備機器については、
識別番号を撮影した後に設置し、設置された全体像を撮影してください。

※クローズアップ写真は、銘板に書かれている文字が読めるように撮影してください。

※間接補助事業の表示は各自で作成の上、貼付ください。
記載例：この設備機器は、国土交通省より交付された令和□年度モーダルシフト加速化緊急対策事業費補助金に

より導入されたものです。

※台紙は公募サイトよりダウンロードしてください。
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この設備機器は、国土交通省より交
付された令和□年度モーダルシフト加
速化緊急対策事業費補助金により
導入されたものです。

導入設備名を記載。（トラクタヘッド、コンテナ等）
納品書と同一のものと確認できる名称を記載すること
導入設備名を記載。（トラクタヘッド、コンテナ等）
納品書と同一のものと確認できる名称を記載すること

U
1
2
3
4
5
6

ドライコンテナ TK1234

間接補助事業の表示が貼ってある場所



5．写真の提出方法 ※提出はPDFで！！

写真（工事）

■工事場所（工事の大半を占める部分）

・工事前全体像
・工事後全体像
・間接補助事業の表示が工事箇所のどこかに貼ってあることがわかる写真
・間接補助事業の表示のクローズアップの写真
を撮影。
画像を添付した台紙に必要事項を記入し、PDFにして提出。

（上記が確認できれば、各画像の大きさによって台紙の枠から画像がはみ出て添付されて
いてもかまいません。）

※工事箇所分必要です。工事1箇所につきこの画像添付PDFを１枚作成してください。
（例えば、船室改修工事であれば、工事した船室数分の写真提出が必要となります。）
※クローズアップ写真は、銘板に書かれている文字が読めるように撮影してください。
※間接補助事業の表示は各自で作成の上、貼付ください。

記載例：この設備機器は、国土交通省より交付された令和□年度モーダルシフト加速化緊急対策事業費補助金に
より導入されたものです。

※台紙は公募サイトよりダウンロードしてください。
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この改修工事は、国土交通省より交
付された令和□年度モーダルシフト
加速化緊急対策事業費補助金に
より施工されたものです。

物件名称（建物名など）を記載



6．実績報告スケジュール（必要提出書類一覧）
実績報告
スケジュール

ページ
※書類詳細はページをクリックしてください 必要提出書類 必要作業

事業完了日から30日以内又は
令和7年１月20日（月）の
いずれか早い方までに提出

P.17 ・補助事業実績報告書（様式第7）
・収支明細表（様式第7 別紙）
・取得財産等管理明細表（様式第14）
・通帳の写し（引き落としが確認できるページと通帳表紙）
・出納帳

【事業完了日が12/10の場合】

補助事業完了期限日
令和7年
1月20日

補助事業完了日
令和６年
12月10日

実績報告提出期限日
令和７年
1月9日30日

【事業完了日が1/10の場合】 実績報告提出期限日
補助事業完了期限日

令和7年
1月20日

補助事業完了日
令和７年
1月10日 10日

◆スケジュール例◆

16

※全ての書類はPDF
でアップロードしてくだ
さい！！



【収支明細表】（別紙） 【収支明細表】（別添） 補助事業実績報告書（様式第7）

収支明細表（様式第7 別紙）

収支明細表（様式第7 別添）
※複数の構成員を報告される場合は、（別添）

を複写して記載してください

・記載要領をご確認ください
※様式は公募サイトよりダウンロードしてください。
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7．実績報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！

【補助事業実績報告書】



取得財産等管理明細表（様式第14）
・工事の場合、財産名は工事箇所（建物名）を記載してください。

※導入した対象設備機器単価が50万円以上に該当する場合
提出が必要

・記載要領をご確認ください
※様式は公募サイトよりダウンロードしてください。

【取得財産等管理明細表】
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7．実績報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！



7．実績報告提出書類注意点 ※提出はPDFで！！

【出納帳】（例）または【入出金明細】（例）

【通帳の写し】（例）

引き落としが確認できるページと口座番号が
わかるページを１枚のPDFにする

口座名義、引き落とし先が確認できる
入出金明細ページのキャプチャー

通帳の写し
引き落とし額が確認できるページのコピーと通帳表紙の
コピー2枚を1枚のPDFにして提出
※通帳以外の場合は、入出金情報が確認できるものを

提出すること
・当座：当座勘定照合表
・ネットバンキング：入出金明細ページの画面

※総合振込の場合、内訳の補記があること（手書き可）

出納帳または入出金明細
・事業者名の記載があること
・本補助金の補助対象経費であることがわかること
・内訳の記載があること

当座勘定照合表
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本事業に関するお問い合わせ先は下記の通りです。

※お問い合わせの内容によりましては、回答までにお時間を要する場合があります。

※上記以外へお問い合わせされた場合、回答できない場合がございます。

※社外からの添付ファイル付きメールの受信に制限をかけている場合は、申請前に上記の
メールアドレスからの制限を解除するよう設定してください。

モーダルシフト加速化緊急対策事業事務局

TEL  ：050-5482-3499（10時～16時 土日祝日及び年末年始を除く）

MAIL：ms_r06@modal.pacific-hojo.jp（24時間受付）

8．問合せ先
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